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令和２年度特別支援教育体制整備状況調査結果について 

 

特別支援教育課 

 

１ 調査の目的 

インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進・充実に向 

けて、各学校の特別支援教育の状況等を把握し、今後の施策の参考とする。 

 

２ 実施時期 令和３年２月 

 

３ 鳥取県内公立小中学校（分校含み１校としてカウント）・義務教育学校・県

立高等学校（定時制・通信制含み、それぞれを１校としてカウント） 

（小学校１１７校、中学校５３校、義務教育学校４校、高等学校２８校） 

 

４ 回収率 １００％ 

 

５ 調査結果の分析等 

（１）結果について 

・校内委員会はほとんど全ての学校で開催している。小学校では定期開催に加

え不定期に複数回開催している学校も多く、開催回数が多い。 

・各校種とも特別支援教育主任の専任率が低下している。特に小中学校で特別

支援学級担任との兼務が多く、専任で配置されている学校は大変少ない。 

・個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成が必要な児童生徒について

小中学校及び義務教育学校ではほぼ作成できている。高等学校では作成の必

要な生徒の内の約３７％が作成に至っていない。 

・小中学校及び義務教育学校では入学時及び卒業時に個別の教育支援計画及

び個別の指導計画等の諸計画を引き継ぐケースが多いが、高等学校入学時に

は口頭での引継ぎが多くみられる。 

・特別支援教育に関する研修実施率は各校種ともに上昇している。実施内容に

ついては、全体では「発達障害に関する内容」、「個別の指導計画に関する内

容」が多く、小学校では「特別支援学級の授業研究・授業づくり」が多い。 

・「読みのアセスメント・指導パッケージ（MIM）」の活用率が上昇している。 

（２）課題 

 ・特別支援教育主任の役割は多岐にわたるが、専任率が低下しており特に小中

学校では主任と担任との兼務であることが多い。近年の特別支援学級在籍

者数の増加や発達障がいと診断された児童等の増加を鑑みると、特別支援

教育主任に対する負担増が懸念される。 

 ・高等学校において入学時に比べ卒業時の引継ぎ数が極めて少ない。就職先や

進学先において適切な支援を受けていないことも予想される。 

（３）今後の対策 

 ・ＬＤ等専門員の巡回による特別支援教育主任のフォローアップ（支援会議の

開催や校内体制への助言等）。 

 ・高等学校での個別の教育支援計画等の活用推進。 



令和２年度特別支援教育体制整備状況調査結果 

令和３年４月 

特別支援教育課 

 

〇調査時期・・・令和３年２月 

〇調査対象・・・鳥取県内の公立小中学校・義務教育学校・高等学校 

 学校数 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 特別支援学級 合計 

小学校 117 4482 4302 4597 4379 4483 4392    1227 27862 

中学校 53 4407 4436 4405         586 13834 

義務教育学校 4 79 101 84 70 91 75 91 100 90 21 802 

高等学校（全日） 22 3476 3605 3644              10725 

高等学校（定時・通信） 6 677           677 

合計 202 校 12444 12444 12730 4449 4574 4467 91 100 90 1834 53900 人 

 

【校内員会の開催状況について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜学校種別の校内員会の開催状況＞            （学校数） 

 

 

 

 

 

 

 開催なし 定期開催 不定期開催 両方開催 開催率 

小学校 ０ ３９ ３３ ４５ １００％ 

中学校 ０ ３８ ８ ７ １００％ 

義務教育学校 ０ ２ ０ ２ １００％ 

高等学校 ２ １６ ８ ２ ９３％ 

合計 ２ ９５ ４９ ５６ ９９％ 

※R1 開催率 

小学校   １００％ 

中学校   １００％ 

義務教育学校１００％ 

高等学校   ９６％ 

校内委員会 

特別な支援を必要とす

る児童生徒の実態把握を

行い、全職員の共通理解

の下、学校全体でより適

切な指導・支援をするた

めの校内組織 
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【特別支援教育主任の状況】  

＜学校種別の特別支援教育主任の状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜学校種別の特別支援教育主任の役割＞ ※ダブルカウントあり           （学校数） 

※①校内委員会の企画・運営 ②外部の関係機関との連絡調整 ③保護者に対する相談窓口 

④通常学級担任への助言 ⑤特別支援学級担任への助言 ⑥個別の指導計画作成の協力 

 ⑦個別の教育支援計画作成の協力 ⑧進学・転学先への引継 

【個別の指導計画が必要な児童生徒の作成状況】 

＜学校種別の個別の指導計画作成数及び作成率＞ 

 

 

 

 

 

 専任 兼任 専任率 

小学校 ７ １１０ ６％ 

中学校 １１ ４２ ２１％ 

義務教育学校  ０ ４ ０％ 

高等学校 １８ １０ ６４％ 

全体 ３６ １６６ １８％ 

 ①委員会 ②外部 ③保護者 ④通常 ⑤支援 ⑥個指 ⑦個支 ⑧引継 

小学校 １１４ １０４ ８３ １０１ ８８ １０９ １０６ ７９ 

中学校 ５１ ４８ ３７ ４１ ４６ ５０ ４７ ３２ 

義務教育学校 ４ ４ ３ ４ ４ ４ ４ ３ 

高等学校 ２５ ２４ ２２ ２２ ０ ２２ ２４ ２２ 

 作成必要数 作成できなかった数 作成した数 作成率 全体に対する作成率 

小学校 ４１３１ ４９ ４０８２ ９９％ １５％ 

中学校 １４７２ １６ １４５６ ９９％ １１％ 

義務教育学校 ９７ ４ ９３ ９６％ １２％ 

高等学校 ４０４ １５０ ２５４ ６３％ ２％ 

合計 ６１０４ ２１９ ５８８５ ９６％ １１％ 

特別支援教育主任 

学校内の支援体制を整えるとともに、外部の関係機

関との連絡調整及び保護者に対する学校の窓口の役

割を担う中心的存在 

 

※H30 専任率（R1 は調査なし） 

 小学校１４％ 中学校２９％ 高等学校７９％ 

個別の指導計画 

特別な支援の必要な児童生徒の教育課程を個々のニーズに応じて具現化したもので

あり、学校等での指導における指導目標や指導内容・方法等が明確化されている。 

R1 全体に対する作成率 

小学校１５％ 中学校１０％ 

義務教育学校１２％ 高等学校２％ 

全体１１％ 



【個別の教育支援計画が必要な児童生徒の作成状況】 

＜学校種別の個別の教育支援計画作成数及び作成率＞ 

 

 

 

 

 

 

 

【特別な支援を必要とする児童生徒の入学時の引継ぎ状況】 

 

＜学校種別の入学時の引継ぎ数 ※ダブルカウントあり＞         （件数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 作成必要数 作成できなかった数 作成した数 作成率 全体に対する作成率 

小学校 ２１４３ ３４ ２１０９ ９８％ ８％ 

中学校 ９２８ １６ ９１２ ９８％ ７％ 

義務教育学校 ３０ ０ ３０ １００％ ４％ 

高等学校 ３８５ １７２ ２１３ ５５％ ２％ 

合計 ３４８６ ２２２ ３２６４ ９４％ ６％ 

 支援計画 指導計画 その他の計画 口頭のみ 

小学校 １５８ ８８ ４２０ １１８ 

中学校 ２９９ ４２３ １３３ ４６ 

義務教育学校 ５ ２ ３ １ 

高等学校 １０３ ４１ ２８ １２６ 

合計 ５６５ ５５４ ５８４ ２９１ 

個別の教育支援計画 

特別な支援の必要な児童生徒一人一人のニーズを正確に把握し、教育の視点か

ら適切に対応していくという考えの下、長期的な視点で一貫して的確な教育支

援を行うことを目的に作成される。 

R1 全体に対する作成率 

小学校７％ 中学校６％ 

義務教育学校２％ 高等学校２％ 

全体６％ 

個別の教育支援計画を活用した引継ぎ 

≪引継ぎの必要性≫ 

それまで受けてきた支援を引継ぎ、一貫した支援を行うことで、自立や社会参加につなぐ。 

≪引継ぎの主体者≫ 

本人・保護者が主体となり、次の学校等へ持参し、必要な支援を引き継ぐ。場合によっては、あらかじめ本

人・保護者の了解を得て学校等が行う場合もある。 



【特別な支援を必要とする児童生徒の卒業時の引継ぎ状況】 

＜学校種別の卒業時の引継ぎ数 ※ダブルカウントあり＞         （件数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特別支援教育に関する研修実施状況】 

 

＜学校種別の研修実施状況＞              （学校数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 支援計画 指導計画 その他の計画 口頭のみ 

小学校 ３０９ ４６６ １５８ １４２ 

中学校 ２１６ １００ ３６ ４３ 

義務教育学校 ３  ０  ０ １ 

高等学校 ２７ ４ ４ ９ 

合計 ５５５ ５７０ １９８ １９５ 

 実施した していない 実施率 

小学校 １０９ ８ ９３％ 

中学校 ３９ １４ ７４％ 

義務教育学校 ３ １ ７５％ 

高等学校 ２３ ５ ８２％ 

合計 １７４ ２８ ８６％ 

引継ぎのポイント 

≪小学校から中学校へ≫ 

入学前に中学校担当者が小学校の学校生活の様子を参観したり、入学後に小学校の担当者が中学校への適応状況

をフォローアップしたりすることも重要。その際、連携のツールとして個別の教育支援計画を活用すると効果的

である。 

≪中学校から高等学校へ≫ 

高等学校では生徒が年度初めの学校生活をスムースに迎えるために、合格発表後に引継ぎ日を設定している。県

教育委員会から各市町村（学校組合）教育委員会を通じ、各中学校へ引継ぎ日程と担当者一覧表が送付される。 

特別支援教育を充実させるための教職員の専門性の向上 

インクルーシブ教育システム構築のため、すべての教員は、特別支援教育に関する一定の知識・技能を有していることが

求められる。特に発達障害に関する一定の知識・技能は、発達障害の可能性のある児童生徒の多くが通常の学級に在籍し

ていることから必須である。これについては、教員養成段階で身に付けることが適当であるが、現職教員については、研

修の受講等により基礎的な知識・技能の向上を図る必要がある。（文部科学省中央教育審議会資料から） 

R1 研修実施率 

小学校８７％ 中学校５７％ 

義務教育学校６７％ 高等学校８５％ 

全体７９％ 



【特別支援教育に関する研修状況】                                         （延べ学校数） 

※①発達障がいに関する内容 ②個別の指導計画に関する内容 ③個別の教育支援計画に 

関する内容 ④特別支援学級の授業研究・授業づくり ⑤通常学級の授業研究・授業 

づくり ⑥自立活動に関する内容 ⑦事例検討会 ⑧障害者差別解消法や合理的配慮 

に関する内容 

 

 

 

 

 

 

 

【「読みのアセスメント・指導パッケージ（ＭＩＭ）」（H29.10 配備）の活用状況（小学校及び義務教育学校前期のみ）】 

 

＜学年別活用状況＞                                （学校数） 

※母数は小学校と義務教育学校を合わせた１２１校 

 

 

 

 

 

 

 

 ①発達障がい ②指導計画 ③支援計画 ④特支授業 ⑤通常授業 ⑥自立活動 ⑦事例検討 ⑧合理的配慮 ⑨その他 

小学校 ４８ ５２ ３２ ４８ ２８ ８ １４ １０ ２８ 

中学校 ２０ １１ １２ ６ １０ ２ ６ ５ ９ 

義務教育学校 １ ２ １  ０  ０ １  ０ １ １ 

高等学校 １７ ２ ２   ６  ０ １０ ７ ５ 

合計 ８６ ６７ ４７ ５４ ４４ １１ ３０ ２３ ４３ 

 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 特別支援学級 

実施学校数 ８３ ４６ １１ ４ １ １ ６７ 

実施割合 ６９％ ３８％ ９％ ３％ １％ １％ ５５％ 

⑨その他の主な内容 

≪小学校≫  教室環境のユニバーサルデザイン化、１次支援のありかた、進路に向けて 等 

≪中学校≫  アセスメントシート活用研修、病弱に関する内容、教室環境における工夫 等 

≪高等学校≫ 配慮が必要な生徒の進路指導、愛着障がい、生徒のメンタルヘルス 等 

「読みのアセスメント・指導パッケージ（ＭＩＭ）について 

・小学校低学年において読みのつまずきを早期に発見し、通常の学級における授業改善や

個に応じた指導支援の充実を図るために用いる指導パッケージ。 

・平成２９年度に県内全小学校に指導パッケージ及び教材ＣＤを配布。 

・平成２９年度から延べ９階、活用促進研修会を実施。 

令和元年度活用状況 

１年 ６１％ 

２年 ３８％ 

特別支援学級 ５０％ 



【文部科学省や国立特別支援教育総合研究所が作成した資料等の活用状況】 

＜学校種別の活用状況＞                        （学校数） 

※①発達障害を含む障害のある幼児児童生徒に対する教育支援体制整備ガイドライン 

 ②初めての通級による指導を担当する教師のためのガイド ③教育支援資料 

 ④交流及び共同学習ガイド ⑤インクル DB（インクルーシブ教育システム構築支援 

データベース） ⑥インターネットによる講義配信 NISE 学びラボ  

 

【「特別支援教育の手引（令和２年３月 鳥取県教育委員会）」活用状況】                             （学校数） 

 

 

 

 

 

 

 

※①研修の資料として活用 ②校内支援体制整備の参考資料として活用 ③個別の教育支援計画作成に活用 

 ④個別の指導計画作成に活用 ⑤特別支援学級の教育課程編成に活用 ⑥特別支援学級の教科書選定に活用 

 ⑦特別支援学級の授業づくりに活用 ⑧外部機関や外部専門家との連携に活用 ⑨保護者との懇談・保護者説明 

資料として活用 

 

 

 ①発達障害 ②通級指導 ③教育支援 ④交流 ⑤インクル ⑥学びラボ 

小学校 ２５ ３７ １６ １９ １８ １１ 

中学校 ６ １３ ６ ６ １２ ５ 

義務教育学校 １ １ １  ０ ２  ０ 

高等学校 ６ ６ １  ０ １ １ 

合計 ３８ ５７ ２４ ２５ ３３ １７ 

 ①研修資料 ②校内支援 ③支援計画 ④指導計画 ⑤教育課程 ⑥教科書 ⑦授業 ⑧外部連携 ⑨懇談 ⑩その他 

小学校 ３７ ６３ ８９ ８６ ６４ ２２ ４４ ３３ １７ １ 

中学校 １２ ２４ ３８ ３５ ２１ ３ １６ １０ ６ １ 

義務教育学校 ０ ２ ２ ３ ０ ０ ０ ２ ０ ０ 

高等学校 ３ １０ １５ １４       ５ ２ ２ 

合計 ５２ ９９ １４４ １３８ ８５ ２５ ６０ ５０ ２５ ４ 

特別支援教育の手引きについて 

・小学校、中学校及び義務教育学校において、特別支援学級担任をはじめ全教職員が、特別支援

教育の基本的事項を学べるように作成したもの。 

・特別支援学級の教育課程、個別の教育支援計画、障がい種別の実践ポイントなどの内容で構成 

・令和２年３月に全ての公立学校に配布。 

・カラー １２４ページ 

・特別支援教育課からダウンロード可能。 


